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第3章　今後の下水道事業環境について
1　人口と汚水有収水量の見込み　（図1）

　本市の人口は、昭和40年代に急増し、その後は、増加の勢いは落ち着いたものの微
増を続け、平成29年度末では約8万1千人となっています。
　今回の下水道ビジョンの処理区域人口予測については、人口普及率（処理区域人口÷人口）
もほぼ100％となったことから、平成28年2月に策定された「長岡京市人口ビジョン」
に基づき予測しました。その結果、下水道ビジョン開始年度の令和2年度以降は、緩や
かに減少する見込みで、最終年度の令和11年度では、79,993人となる見込みです。
　また、汚水の有収水量予測は、過去5年間の実績を基に、家庭用では「長岡京市人口ビジョ
ン」による人口減少に加え、市民アンケート結果から節水志向が今後も続くことが推測
されることから、毎年、前年度に対して0.3%の減少で推移すると見込み、工場用では1.9％
の減少、営業用ほかでは0.8％の増加と見込んでいます。全体としては、毎年、前年度
に対して0.5％程度減少するものと見込んでいます。
　これらのことから、汚水の有収水量としては、下水道ビジョン開始年度の令和2年度
は9,566千㎥と見込み、最終年度の令和11年度では、開始年度の令和2年度に対して、
約4.3%減少の9,158千㎥と見込んでいます。

2　下水道事業施設の整備

　汚水事業は、昭和49年10月から着手し、整備が一定完了した平成29年度末の管渠
延長が約224㎞あり、そのうち管渠耐用年数50年を超過する管渠はありません。
　今後は「ストックマネジメント計画（汚水事業）」を策定することにより、改築更新
時期を迎えてくる管路施設の老朽化・耐震化を図る必要があります。
　一方、雨水事業は、浸水被害の多いところから局地的に整備をしてきました。昭和
60年12月に市公共下水道事業に追加し、和井川排水区と犬川排水区を5年に一度の雨
量 （1時間当たりの降雨量51.1㎜） に対応できるよう整備をしました。
　その後、平成10年に、風呂川排水区を10年に一度の雨量（1時間当たりの降雨量
61.6㎜）に対応した整備を進めました。
　平成29年12月には、雨水計画区域を汚水事業と同様に計画決定し、全体面積1,143ha
を23の排水区に分割し、小畑川、犬川、小泉川等に放流しています。
　今回のアンケートの重点項目のうち、「大雨における浸水対策について」は、「安心し
ている」・「どちらかといえば安心している」より「不安である」・「どちらかといえば不
安を感じる」との回答の方が多くなっていました。
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　このような中、令和5年度全面供用開始予定の桂川右岸流域下水道雨水対策事業のい
ろは呑龍トンネル南幹線への接続を含む、10年に一度の雨量 （1時間当たりの降雨量
61.1㎜） に対応する浸水対策を今後も進める一方で、今里雨水ポンプ場等の市の既存
施設や河川・水路の改修については、汚水事業と同様に「ストックマネジメント計画（雨
水事業）」を策定することにより、老朽化・耐震化及び各排水区の機能向上を図る必要
があります。
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第4章　下水道事業の具体的な取り組みについて

第1節　安全安心　　（災害の軽減を図る下水道）

1　浸水対策
　本市の下水道事業は、毎日の市民生活向上のための汚水事業を優先的に整備し、雨水
事業は浸水被害の多いところから局地的に整備をしてきました。
　今回のアンケートにおいて、安心して快適な生活をしていただくための取り組みにつ
いてのうち大雨における浸水対策では、「安心している」と「どちらかといえば安心し
ている」との回答が約3割に対して、「どちらかといえば不安を感じる」と「不安である」
との回答も、ほぼ同様の約3割となっています。
 

      平成29年度アンケート調査結果

    

　上記のアンケートや近年の降雨状況、京都府の桂川右岸流域下水道雨水対策事業との
整合性も踏まえて、雨水事業の全体計画区域1,143haのうち、10年に一度の雨量 （1
時間当たりの降雨量61.1㎜） に対応した雨水浸水対策事業の整備予定面積576ha （10
排水区） について、下記の目標に向かって進めていく予定です。
　また、最近頻発している想定外の大雨、10年に一度の雨量 （1時間当たりの降雨量
61.1㎜） 以上の対応については、防災担当と協力して「長岡京市防災ハザードマップ」
を適時見直すことで、自助・共助・公助一体で安全・安心な浸水被害の軽減を図ってい
きます。

 【業務目標値】

指標 平成29年
実績値

令和2年
(総合計画目標値)

令和6年
中間目標値

令和11年
計画目標値

10年に一度の雨量
に対応する整備率　　

(%)
67.7 69.8 75.4 80.0

どちらかといえ

ば安心している

(22.5%)

どちらとも

言えない

(23.9%)

どちらかといえ

ば不安を感じる

(19.1%)

安心している .6% 不安である .5% 無回答

.6%

わからない

.8%
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（1）　�いろは呑龍トンネル接続に伴う整備（馬ノ池川・勝竜寺川・馬場川・和井川排水区）

　京都府桂川右岸流域下水道雨水対策事業（いろは呑龍トンネル）は、10年に一度の
雨量 （1時間当たりの降雨量61.1㎜） に対応した浸水対策事業であり、北幹線（注1）
及び一部関連施設は供用開始されています。現在、南幹線（注2）では、令和3年度の
一部供用開始、令和5年度の全面供用開始に向けて事業の進捗が図られています。
（注1）　北幹線 ・・・管渠延長 4,919m  （京都市西京区・南区～向日市区間）
（注2）　南幹線 ・・・管渠延長 4,260m  （向日市～長岡京市区間）

いろは呑龍トンネルの現状
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具体的な取り組み
　◎�　いろは呑龍トンネル南幹線の供用開始に向けた4箇所の接続工事を優

先して推進します。

　◎�　接続工事の完了後、引き続き、接続箇所より上流部で改修が必要な排
水区の河川・水路整備を推進します。

（2）　犬川雨水幹線整備　（犬川第1・2・3排水区）

　犬川排水区は都市下水路として、5年に一度の雨量 （1時間当たりの降雨量51.1㎜） 
に対応した幹線整備及び神足ポンプ場での雨水の排除に加え、過去の大雨時の浸水デー
タから、事前に排水区内のパトロールを行い、土のうや排水ポンプの設置などで浸水対
策に努めています。

具体的な取り組み
　◎�　更なる浸水被害の軽減のため、10年に一度の雨量 （1時間当たりの降

雨量61.1㎜） に対応した犬川の改修、神足ポンプ場改修による排除能力
の向上について、河川管理者である京都府とも連係を図り、整備を進めます。
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（3）　小畑川関連整備　（風呂川・小畑川第1・2排水区）

　風呂川排水区の浸水対策施設である今里雨水貯留施設は、平成18年度の供用開始か
ら10年以上が経過し、その内、今里雨水ポンプ場については、電気及び機械施設の更
新時期が近づいてきたため、事故の未然防止及びライフサイクルコストの最小化を図る
ことを目的に、平成29年度から4ヶ年による「長寿命化計画」を策定し、施設の既存ストッ
クを活用して、耐用年数の延命を図っています。
　また、野添公園内での雨水貯留施設設置工事中止に伴う対策として、各流入口での分
水改修工事、深田川・野添川・今井川の交差部の改修や浚

しゅんせつ

渫工事（注3）等を行い、浸
水対策に努めています。

（注3）　浚
しゅんせつ
渫工事 ・・・ 河川の川床などの土砂を掘り取り、運搬処分する工事

具体的な取り組み
　◎�　「長寿命化計画」が完了する令和3年度以降の今里雨水ポンプ場改築更

新については、汚水事業と同様に新たに「ストックマネジメント計画（雨
水事業）」の策定により進めます。

　◎�　「ストックマネジメント計画（雨水事業）」の中で、今里雨水貯留幹線
も含めた、小畑川関連排水区の機能向上に向けた既存河川及び水路の能
力調査を行うとともに、引き続き10年に一度の雨量 （1時間当たりの降
雨量61.1㎜） の対応を進めます。

※　今後の浸水対策に伴う排水区図　　別添図1
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2　地震対策
（1）　雨水事業
　雨水施設の地震対策は、風呂川排水区の今里雨水貯留施設については、耐震化を行っ
ています。
　その他の既存施設については、今後汚水事業と同様「ストックマネジメント計画」に
基づく改築・更新の中で耐震化を図っていきます。

（2）　汚水事業
　汚水施設の地震対策は、国土交通省の定める「重要な幹線等」に当る、幹線約22㎞
については、平成26年度からの長寿命化計画で、改築・更新の中で耐震化を兼ねて整
備しました。
　残り管路施設についても、「ストックマネジメント計画」に基づく改築・更新の中で
耐震化を図っていきます。
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3　その他対策
（1）　防災（注4：内

ないすい

水）ハザードマップの更新
　平成26年度に市域全戸に配布しました「長岡京市防災ハザードマップ」により、市民・
自主防災組織とともに防災対策や雨水流出の抑制など、自助・共助・公助が一体となっ
た浸水の防除に努めています。

具体的な取り組み

　◎�　防災担当と協力して、「防災(内水)ハザードマップ」を見直し、令和6
年度を目途に策定し、減災対策を進めます。

（注4）�内
ないすい
水・・・河川の堤防を基準に、堤防の内側を「外

がいすい
水」といい、堤防の外側、い

わゆる市街地の水を「内水」という。よって、下水道の排水能力を超えた場合の
浸水情報と避難等に関する情報を盛り込んだものが、内水ハザートマップという。

（2）　災害用マンホールトイレ
　市の防災計画に基づき、平成26年度以降は、500人程度の避難所に指定されている
公共施設に整備を進め、平成29年度末までに18か所、241基を設置しました。また、
今回のアンケート調査において、マンホールトイレを知らない方が約60%以上という
結果でした。
　今後は、防災担当と協力して、防災訓練時等の機会を利用して、組立方法を含めて周
知する必要があります。

具体的な取り組み

　◎　災害用マンホールトイレの組み立て方法を周知します。
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（3）　雨水貯留タンク
　雨水貯留タンクは、屋根等に降った雨水を貯めるタンクのことで、浸水対策事業への
理解を深めるため、各家庭や事業所で設置していただくものです。タンクに貯まった雨
水は、庭の草花や家庭菜園への水やりや、災害時対応の緊急用水として活用できます。
　雨水貯留タンクの設置件数は、10年間で約400件ですが、ここ数年は年間20件前
後と減少しています。
　今後は、制度の見直しや広報の充実を図る必要があります。

具体的な取り組み

　◎　制度の見直しや広報の充実を図り、毎年40件の設置を進めます。

【業務目標値】

指標 平成29年
実績値

令和2年
(総合計画目標値)

令和6年
中間目標値

令和11年
計画目標値

設置数
（件） 426 650 810 1,010
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第2節　環境保全（公共用水域の水質保全を図る下水道）　
1　水洗化率の向上
　本市の下水道事業は、生活環境の改善と公共用水域の水質保全を図るため、汚水事業
を優先して進めてきました。
　下水道ビジョンがスタートする令和2年度では、汚水事業の整備はほぼ100%となり
ますが、水洗化工事をされていない世帯へ啓発活動を実施し、水洗化率100%を目指し、
水質保全や生活環境の向上を図ります。

【業務目標値】

指標 平成29年
実績値

令和2年
(総合計画目標値)

令和6年
中間目標値

令和11年
計画目標値

水洗化率
（%） 99.2 ― 99.5 100

2　管路整備
　長岡京市の公共下水道汚水管約224㎞のうち、幹線約22㎞については、「長岡京市
公共下水道長寿命化計画」により、平成24年度からTVカメラ調査・診断を行った結果、
早急な改築・修繕が必要となるような緊急度の高い管路の割合は比較的低く、改築・修
繕が必要となった管路については、平成30年度に長寿命化計画による工事を完了しました。
　ただ、今回のアンケートの重点項目のうち、古くなった水道管や下水道管について、「特
に力を入れる必要がある」と「力を入れる必要がある」との回答が約9割となっています。

      平成29年度アンケート調査結果
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　今後は、枝線延長約202㎞を国が提唱している「ストックマネジメント計画（汚水事業）」
を策定し、計画的に管路の調査・診断を実施して、下水道施設 （汚水）の効率的な維持
管理、事業費の平準化などを図る必要があります。
　まずは、布設年度が30年を経過した管路からTVカメラ調査・診断を行い、今後10
年で約46㎞の調査・診断を行います。

ストックマネジメント計画により今後調査が必要な管路� （単位：㎞）

処理分区名 全延長 令和11年度までの
調査予定延長

調査
割合

令和11年度以降
調査予定延長

南向日処理分区 6 0 0% 6 
西淀処理分区 4 0 0% 4 
羽束師処理分区 2 0 0% 2 
西長岡第１処理分区 49 5 10% 44 
西長岡第２処理分区 24 1 4% 23 
中央長岡処理分区 56 30 54% 26 
南長岡処理分区 48 10 21% 38 
東長岡処理分区 13 0 0% 13 

合計 202 46 23% 156 

　約46㎞の調査・更生工事に10年かかるため、全延長の調査が終了するには約35年
かかります。
　全管路の調査・更新が完了した後は、最初に更新した幹線の管路から引き続き調査・
診断を行います。

具体的な取り組み

　◎�　「長岡京市下水道ストックマネジメント計画(汚水事業)」を策定し、引
き続き、汚水管路施設の老朽化・耐震化を図る長寿命化対策を進めます。

※　今後の管渠更生予定汚水処理分区図　　別添図2
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今後の管渠更生予定汚水処理分区　別添図2
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3　マンホールポンプ整備
　平成29年度末現在、市内に9か所が稼働しているマンホールポンプが、故障等によ
り作動しなくなると、周辺地域の汚水が流れなくなるため、毎年点検を行っており、支
障がある部品についてはその都度交換し、対策しています。

具体的な取り組み

　◎　定期的に点検を行い、異常箇所の早期発見・修繕を行います。

 

4　不明水調査と改善

　管路施設の継手や破損箇所からの地下水の侵入と雨天時に一時的に増大する雨水が侵
入するなどの生活排水以外の水量を不明水と言います。
　不明水が多いと管路施設からの溢水が生じ、処理場やポンプ場の排水能力や処理能力
が不足するなど、下水道施設の機能に重大な影響を与えるだけではなく、汚水処理費用
増加の要因となり、下水道事業経営に支障をきたします。
　全国的にも課題となっている不明水と思われる水量は、年間汚水処理量のうち、本市
は平成28年度では16.6%であり、全国平均値は17.6%です。
　このことから、汚水処理量の増減の高い処理分区から流量調査による現状把握と原因
の究明および対応策の検討 （不明水調査・対策） を実施していきます。実施した調査・
対策により管路の破損や継手部分等から侵入水が判明した場合は、管渠更生等の改築･
更新で対応します。

具体的な取り組み

　◎　流量調査による現状を把握し、管渠更生等の対策を進めてまいります。
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第3節　健全経営　（継続して健全な経営を図る下水道）　
1　適正な下水道使用料の検討 

　今回のアンケートにおいて、下水道汚水事業で、
下水道使用料のほか税金が充てられていることの
認知度について、「知らない」との回答が、6割近
くとなっています（右表）。
　下水道事業では、雨水事業と汚水事業を行って
いますが、その経費負担については、原則として
雨水事業にかかる経費は公費（一般会計からの繰
入金：長岡京市の税金等）で負担し、汚水事業に
かかる経費は私費（下水道使用料）で負担するこ
ととされています。
　また、一般会計からの繰入金については、毎年度、
総務省からの通知（「地方公営企業繰出金について」）で基準が示されており、その基準
に基づく繰入金（基準内繰入金）と、その基準に基づかない繰入金（基準外繰入金）が
あります。
　「下水道事業の現状と課題」で、京都府下南部6市（向日市・城陽市・宇治市・八幡市・
京田辺市・木津川市）との一般会計繰入金の比較は、下表（平成27年度決算）のとお
りです。

  

知っている
36.1%

知らない
57.4%

無回答
6.5%

下水道事業への税金充当の認知

2.3 3.4
6.0

8.9

0.9
4.4

7.4
4.9 0.7

9.6

2.4

4.1

1.1

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

長岡京市 向日市 城陽市 宇治市 八幡市 京田辺市 木津川市

京都府下南部6市の一般会計繰入金

基準内 基準外

(億円)
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　各市の予算規模の違いもあることから、下水道（汚水事業）会計の収入に占める一般
会計からの基準外繰入金の割合を京都府下南部6市で比較すると、下表（平成27年度決算）
のとおり、18.4%と高い水準の繰入れとなっています。

　下水道事業（汚水事業のみ）収入合計に対する
　　　基準外一般会計繰入金比較� （単位：億円,％）

収入合計
（A）

基準外一般会計
繰入金（B）

割合
（B/A）

長岡京市 26.7 4.9 18.4 
向日市 19.6 0.7 3.6 
城陽市 31.7 0.0 0.0 
宇治市 77.9 9.6 12.3 
八幡市 15.3 2.4 15.7 
京田辺市 19.8 4.1 20.7 
木津川市 20.3 1.1 5.4 

　一方、下水道使用料は下表のとおり、京都府下南部と比べると、本市は2,176円と
低い水準にあります。

※　平成29年4月1日現在

長岡京市 向日市 城陽市 宇治市 八幡市 京田辺市 木津川市

円 2,176 2,224 2,808 3,026 2,581 1,381 2,484

0
500

1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500

1か月20㎥使用した場合の下水道使用料(円)
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具体的な取り組み

　◎�　下水道事業(汚水事業)の経営健全化に向けて、基準外の一般会計繰入
金等公費負担のあり方について、段階的に見直します。

　◎�　上記の基準外の一般会計繰入金等公費負担のあり方や経費回収率を見
直すなかで、適正な下水道使用料を検討します。

2　　組織体制の強化
　汚水事業の整備がほぼ終了していることから、維持管理の体制となりますが、雨水事
業の整備は今後も拡充することから、それに連動した職員体制を図る必要があります。
　また、水道事業と同様、短期間での技術の習得が難しいことから、「技術継承」を考
慮した組織・職員体制の充実、研修等による技術力の向上を図る必要があります。

具体的な取り組み

　◎　汚水及び雨水事業に見合う職員体制を図ります。

　◎　外部研修へ積極的に参加します。

　◎　業務マニュアルを作成し、技術の継承及び更新に努めます。
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3　広報活動の充実
　今回のアンケートにおいて、公共下
水道事業には、生活排水などを浄化す 
る汚水事業と浸水被害を軽減するため
の雨水事業があることについて、「知ら
ない」との回答が、半数近くとなって
います（右表）。
　このようなことから、上下水道部が
年3回発行している広報紙「水だより」
やホームページなどを通じて情報提供
を図っていきます。

具体的な取り組み

　◎　わかりやすい情報提供や広報活動の充実を図ります。

4　広域化の取り組み

　汚水事業では、京都市・向日市・大山崎町と共に、京都府が建設・運営を行っている
「京都府洛西浄化センター」で、汚水の終末処理を行っています。
　また、雨水事業でも、京都市、向日市、長岡京市の一部を排水区域とした合同事業と
して京都府で事業を進めている「いろは呑龍トンネル」があり、全面供用開始後は、乙
訓ポンプ場・呑龍ポンプ場・寺戸川ポンプ場にて雨水の処理を行っていきます。
　流域下水道として両事業とも今後は、維持管理経費の削減など、更なる経費の効率化
に取り組む必要があります。

具体的な取り組み

　◎　京都府へ維持管理経費の削減や更なる経費の効率化を要請します。

　◎�　国の広域化への取組みの推進に伴う京都府の検討・動向に注視し対応
していきます。

知っている
45.0%

知らない
49.8%

無回答
5.2%

下水道事業の認知
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第5章　経営戦略
1　経営戦略とは
（1）　経営戦略の策定趣旨

　下水道事業では、下水道使用料をもって経営を行う独立採算制を基本原則に、都市の
健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し、公共用水域の水質保全を目的とする汚水事業
と、公費（税等）で雨水の排除（浸水の防除）を目的とする雨水事業があり、市民生活
向上のための重要な役割を担っています。
　本市では、下水道事業の事業計画としては、都市計画の一部に下水道事業の計画を盛
り込み、事業の推進を図ってきました。
　ただ、汚水事業では近年の節水指向の高まりや今後迎える人口減少等に伴う下水道使
用料収入の減少のほか、整備した汚水施設の改築更新、また、雨水事業では近年の降雨
量の変化による多発する浸水被害の軽減等、市民生活の環境改善や安全安心をさらに図
ることが必要となってきました。
　このような中、国土交通省の新下水道ビジョンに連動し、下水道事業の経営環境の変
化に適切に対応し、そのあり方について絶えず検討を行うことが求められ、総務省にお
いては、全国の下水道事業体に対して、令和2年度までに「経営戦略」の策定が要請さ
れました。

（2）　経営戦略の計画期間
令和2年度から令和11年度の10年間（上下水道ビジョンの計画期間と同様）

（3）　経営戦略策定の基本的な考え方
　本市の基本的な「経営戦略」の考え方について、以下の内容でまとめました。
　①�　下水道事業の現状と課題を明らかにして、今後の将来見通しを立てます。
　②�　事業の効率化や経営健全化の取組方針を反映させて、施設・設備の投資見通しで

ある「投資試算」等の支出と財源見通しである「財源試算」の収入を均衡させた収
支計画（収支均衡していない場合は、収支ギャップの解消に向けた取り組みの方向
性や検討体制及びスケジュールを記載）を策定します。

　③�　進捗管理（モニタリング）や見直し（ローリング）等の経営戦略の事後検証、更
新等に関する考え方を記載します。

　④　上下水道事業審議会で審議したあと、市民や議会に公開します。
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（4）　経営戦略策定の流れ
　本市は、将来においても健全な経営環境を維持していくため、経営の基本計画となる

「経営戦略」を策定し、この計画に基づき事業運営を行います。
　今回の下水道ビジョン策定に際して検討した「下水道事業の現状と課題」及び「下水
道事業の将来環境と今後の取り組み」の内容を踏まえて策定します。

（5）　経営比較分析
　経営戦略策定において、求められている「下水道事業の現状と課題」については、上
下水道事業審議会で審議した「下水道事業の現状と課題」の内容を基本とし、総務省に
よる経営比較分析表も併せて活用します。
　総務省の経営比較分析表とは、平成27年度より毎年度、各市町村等が分析結果を公
表しているもので、経営や施設等の状況を表す経営指標を用いて、経年比較や類似事業
体との比較などを行い、経営状況を分析するものです。
　本市の下水道事業は、平成29年4月1日から地方公営企業法による企業会計制度に
移行（法適用）し、水道事業と同様の発生主義による経営状況の明確化を図りました。よっ
て、企業会計制度に移行した初年度の平成29年度決算数値と類似団体（処理区域内人
口規模3万人以上10万人未満で、その区域内人口密度が75人/ha以上100人/ha未
満に、事業開始後年数が30年以上の団体）及び全国平均値を比較します。また、類似
団体ではありませんが、京都府下南部の法適用団体（城陽市・八幡市・宇治市・木津川
市）と比較した内容は以下のとおりです。

「経営の健全性・効率性」
　
①　経常収支比率　（％）　　　　　　×100

平 成
29年度 長岡京市 類似団体

平均値
全　国
平均値 城陽市 八幡市 宇治市 木津川市

数値 100.64 103.88 108.80 111.21 100.53 100.47 100.45

［指標の説明］
　経常収支比率は、当該年度において、使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益で、
維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標です。単年度の収支
が黒字であることを示す100％以上となっていることが望ましく、100％未満の場合、
単年度の収支が赤字であることを示しているため、経営改善に向けた取組が必要です。

経常収益
経常費用
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②　累積欠損金比率　（％）　　　　　　　　　　　　　　×100

平 成
29年度 長岡京市 類似団体

平均値
全　国
平均値 城陽市 八幡市 宇治市 木津川市

数値 0.00 0.00 4.27 332.03 0.00 3.00 0.00

［指標の説明］
　営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益
剰余金等でも補塡することができず、複数年度にわたって累積した欠損金のこと）の状
況を表す指標です。累積欠損金が発生していないことを示す0％であることが求められ、
0％より高い場合は経営の健全性に課題があります。

③　流動比率　（％）　　　　　　　×100

平 成
29年度 長岡京市 類似団体

平均値
全　国
平均値 城陽市 八幡市 宇治市 木津川市

数値 35.91 30.13 66.41 14.82 129.07 47.49 31.86

［指標の説明］
　短期的な債務に対する支払能力を表す指標です。1年以内に支払うべき債務に対して
支払うことができる現金等がある状況を示す100％以上であることが望まれます。

④　企業債残高対事業規模比率　（％）　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ×100

平 成
29年度 長岡京市 類似団体

平均値
全　国
平均値 城陽市 八幡市 宇治市 木津川市

数値 1,284.84 707.12 707.33 1,794.00 435.42 1,479.87 440.21

［指標の説明］
　使用料収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標です。こ
の指標が過大になると企業債の償還ができなくなる可能性が高まるため、類似団体との
比較等により自団体の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値となっているか、
対外的に説明できることが求められます。

当年度未処理欠損金　
営業収益－受託工事収益

流動資産
流動負債

企業債現在高合計 － 一般会計負担額
営業収益－受託工事収益－雨水処理負担金
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⑤　経費回収率　（％） 　　　　　　　                            ×100

平 成
29年度 長岡京市 類似団体

平均値
全　国
平均値 城陽市 八幡市 宇治市 木津川市

数値 85.05 93.62 101.26 100.00 98.63 87.90 83.43

［指標の説明］
　下水道使用料で回収すべき経費を、どの程度下水道使用料で賄えているかを表した
指標であり、下水道使用料の水準等を評価することが可能です。100％以上が望まれ、
100％を下回っている場合、下水道使用料で回収すべき経費が下水道使用料以外の収入
で賄われていることとなり、適切な下水道使用料収入の確保が求められます。

⑥　汚水処理原価　（円）  

平 成
29年度 長岡京市 類似団体

平均値
全　国
平均値 城陽市 八幡市 宇治市 木津川市

数値 150.30 136.47 136.39 150.18 129.43 185.68 150.00

［指標の説明］
　有収水量1㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費・汚水維持管理費の
両方を含めた汚水処理に係るコストを表した指標です。明確な数値基準はないと考えられ、
経年比較や類似団体との比較等により状況を把握し、分析することが求められています。
 
⑦　施設利用率　（％）　　　　　                         ×100

平 成
29年度 長岡京市 類似団体

平均値
全　国
平均値 城陽市 八幡市 宇治市 木津川市

数値 － 73.60 60.13 － － 70.14 39.14

※�　本市の数値については、下水道の汚水処理場を所有していないため、数値は表示さ
れません。

［指標の説明］
　施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する一日平均処理水量の割合であり、施
設の利用状況や適正規模を判断する指標です。明確な数値基準はないと考えられるが、
一般的には高い数値であることが望まれます。

下水道使用料　　　　
汚水処理費（公費負担分を除く）

汚水処理費(公費負担分を除く)　　
年間有収水量

雨天時一日平均処理水量
雨天時現在処理能力
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⑧　水洗化率　（％）　　　　　　　　　　　　　　×100

平 成
29年度 長岡京市 類似団体

平均値
全　国
平均値 城陽市 八幡市 宇治市 木津川市

数値 99.22 96.40 95.06 92.98 98.81 84.80 93.99

［指標の説明］
　現在処理区域人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割合を
表した指標です。公共用水域の水質保全や、使用料収入の増加等の観点から100％となっ
ていることが望まれます。

【経営の分析】

短期間で汚水管路を布設したことから、④の企業債残高対事業規模比率が、近隣や類
似団体より大変高く、今後の償還の推移を注視する必要があります。⑤の経費回収率は、
下水道使用料で回収すべき経費を、どの程度下水道使用料で賄えているかを表した指標
であり、100%未満であることから近隣の団体の状況を見ながら改善する必要があります。

「老朽化の状況」
①　有形固定資産減価償却率　（％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×100

平 成
29年度 長岡京市 類似団体

平均値
全　国
平均値 城陽市 八幡市 宇治市 木津川市

数値 4.00 7.78 38.13 22.42 22.57 9.56 2.96

※�　本市の数値については、地方公営企業法の全部適用による企業会計制度を平成29
年4月1日から適用したことから、有形固定資産減価償却累計額が「0」でスタート
しており、この指標は参考値となります。

［指標の説明］
　有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、
資産の老朽化度合を示しています。数値が高いほど、法定耐用年数（管渠は50年）に
近づいている資産が多いことを示しており、今後の施設更新の必要性が大きいですが、
類似団体との比較等により把握・分析します。

現在水洗便所設置済人口
現在処理区域人口

有形固定資産減価償却累計額
有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿価格
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②　管渠老朽化率　（％）　　　　　                                   　×100

平 成
29年度 長岡京市 類似団体

平均値
全　国
平均値 城陽市 八幡市 宇治市 木津川市

数値 0.00 0.12 5.37 0.00 0.00 0.54 0.00

［指標の説明］
　法定耐用年数（管渠は50年）を超えた管渠延長の割合を表した指標で、管渠の老朽
化度合を示しています。数値が高い場合は、法定耐用年数を経過し管渠を多く保有して
おり、管渠更新の必要性が高いので、類似団体との比較等により把握・分析します。

③　管渠改善率　（％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　×100

平 成
29年度 長岡京市 類似団体

平均値
全　国
平均値 城陽市 八幡市 宇治市 木津川市

数値 0.05 0.20 0.23 0.00 0.54 0.24 0.00

［指標の説明］
　当該年度に更新した管渠延長の割合を表した指標で、管渠の更新ペースや状況を把握
できます。法定耐用年数（管渠は50年）で、すべての管渠を更新するのに計算上2%
以上の管渠改善率が必要であり、類似団体との比較等により把握・分析します。

【老朽化の分析】

本市の下水道事業施設で法定耐用年数(管渠は50年)の資産は現状にないため、②及
び③の数値は低いが、今後施設の効率的な維持管理、事業費の平準化を図る必要から、
市ストックマネジメント計画に基づき、計画的な老朽化・耐震化を進めていきます。

【全体の分析】

下水道事業施設の改築更新を計画的に進め、継続的で健全な下水道事業経営ができるよう、
基準内一般会計繰入金（公費負担分）と基準外一般会計繰入金のあり方を検討しながら、
下水道使用料の適正化を図る必要があります。

法定耐用年数を経過した管渠延長
下水道布設延長

改善(更新・改良・維持)管渠延長
下水道布設延長
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2　現状分析による重点取り組み
　「下水道事業の現状と課題」及び今回の総務省の経営比較分析表を踏まえて、「安全安
心・環境保全・健全経営」における次期計画中に重点的に取り組む目標を以下のとおり
設定しました。

（1）　「安全安心」に関する重点的に取り組む目標

     浸水被害の軽減
　雨水事業の全体計画区域1,143haのうち、10年に一度の雨量（1時間当たりの降雨
量61.1㎜）に対応した雨水浸水対策事業の整備予定面積576ha（10排水区）について、
整備割合の向上を図ります。

指標 平成29年
実　績　値

令和2年
(総合計画目標値)

令和6年
中間目標値

令和11年
計画目標値

10年に一度の雨量に
対応する整備率 67.7 % 69.8 % 75.4 % 80.0 %

（2）　「環境保全」に関する重点的に取り組む目標

     計画的な管路整備
　長岡京市下水道ストックマネジメント計画（汚水事業）に基づき、汚水管路施設の老
朽化・耐震化を図る長寿命化対策を計画的に進めます。

下水道事業の現状と課題
（P70～98）

総務省の経営比較分析表
（P119～123）

次期計画の重点的に取り組む目標の設定
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（3）　「健全経営」に関する重点的に取り組む目標

     適正な下水道使用料の検討
　適正な施設整備を進めるために、経営の効率化を図りながら、継続的な下水道事業経
営の健全性を確保します。

指標 平成29年
類似団体平均値

平成29年度
実績値

令和6年度
目標値

令和11年度
目標値

経費回収率（注1） 93.62 % 85.05 % 100%以上 100%以上

基準外一般会計
繰入金 （注2） － 約3億円 削減 削減

（注1）　経費回収率については、P121を参照
（注2）　平成29年度決算における一般会計繰入金の状況　　　　（単位:億円）

項　目
金　額

予算科目等
基準内 基準外

収益的
収　支

雨水処理負担金 1.82 － 雨水処理負担金

分流式下水道等に要する経費 2.87 － 他会計補助金

その他 0.42 0.01 　 　〃

資本的
収　支

雨水処理費 0.24 －  　　〃

その他 0.54 3.05 他会計出資金他

合　　　　計 5.89 3.06
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3　経営戦略の具体的試算
（1）　投資試算の考え方

　国土交通省では、これまでの「下水道長寿命化支援制度」にかわり、「下水道ストッ
クマネジメント支援制度」が導入されたことから、本市でも、令和2年度で終了する「長
岡京市下水道長寿命化計画」から「長岡京市下水道ストックマネジメント計画」を策定
し雨水・汚水事業共、施設の長寿命化対策を進めようとしています。
　今後の長寿命化対策も踏まえた下水道事業計画に伴う投資試算について、「下水道事
業の具体的な取り組み（P102～117）」で掲げた今回の上下水道ビジョン10年間（令
和2年度から令和11年度）の更新計画を定めました。

①　「安全安心」の投資試算
　雨水事業の全体計画区域1,143haのうち、10年に一度の雨量 （1時間当たりの降雨
量61.1㎜） に対応した雨水浸水対策事業の整備予定面積576ha （10排水区） について、
進めていく予定です。

� （単位：千円）

取り組み内容 前期（令和2～6） 後期（令和7～11）

いろは呑龍関連整備事業
委託� 45,000 委託� 30,000

工事� 795,000 工事� 910,000

小畑川関連整備事業
委託� 60,000 委託� 15,000

工事� 50,000 工事� 100,000

犬川雨水幹線・神足ポンプ場
改修関連整備事業

委託 � 140,000 委託� 70,000

工事 � 915,000 工事� 250,000

合　　計 2,005,000 1,375,000 
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②　「環境保全」の投資試算
　長岡京市の公共下水道汚水管渠約224㎞のうち、主要幹線約22㎞については、「長岡
京市公共下水道長寿命化計画」により、平成30年度に長寿命化計画による工事を完了
しました。今後は、枝線延長約202㎞を国が提唱している「ストックマネジメント計画（汚
水事業）」を策定し、計画的に管路の調査・診断を実施して、下水道汚水施設の効率的
な維持管理、事業費の平準化などを図る必要があります。
　まずは、布設から30年を経過した管路からTVカメラ調査・診断を行い、今後10年
で約46㎞の調査・診断を行います。

� （単位：千円）

取り組み内容 前期（令和2～6） 後期（令和7～11）

ストックマネジメント計画（汚水）
関連事業

（汚水管路施設の老朽化・耐震化を図
る長寿命化対策事業）

委託� 102,216 委託� 102,216

工事� 291,641 工事� 291,641

合　　計 393,857  393,857  
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（2）　財源試算の考え方
①　下水道事業会計の仕組み
　公営企業である下水道事業は、水道事業と同様、当該年度（単年度）の経営活動にお
ける収益・費用として処理する損益勘定（収益的収支）と、その効果が長期間にわたっ
て発生する投資的な収入・支出として処理する資本勘定（資本的収支）の2つの取引で
成り立っており、その仕組みは以下の図のとおりです。健全経営のためには両取引のバ
ランスに留意しながら事業を実施していかなければなりません。

②　財源試算の考え方
　平成29年度決算における主要財源は、収益的収入が下水道使用料、資本的収入が企
業債と一般会計繰入金です。水道事業と同様に有収水量の減少のほか、建設投資におけ
る元利償還金のピークが過ぎ、緩やかに減額していますが、京都府洛西浄化センターへ
の汚水処理費は徐々に増加しています。今後は、ストックマネジメント計画による施設
更新計画を策定する中で、将来にわたって安定した下水道事業を維持していくためには、
適正な原価計算に基づく下水道使用料収入の確保が必要となります。
　財源試算では、安定し継続的な事業経営が可能な下水道を目標に、令和2年度から令
和11年度の10年間の財源試算を定めました。

【収益的収支】

収益的収入 収益的支出

下水道使用料 維持管理費

企業債利息

一般会計繰入金 減価償却費

長期前受金戻入

当期純利益

【資本的収支】

資本的収入 資本的支出

企業債 建設改良費

国庫補助金 企業債元金

一般会計繰入金

収益的収支から生じた当期純利益及び減価償却費などの現金支
出を伴わない経費に対応する資金により、資本的収支の不足す
る財源を補てんする仕組みになっています。
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③　「健全経営」の財源試算
　安定した事業経営を実現するためには、経営の柱となる下水道使用料及び企業債の借
り入れ、そして、基準外を含む一般会計繰入金の3つのバランスを確保することが重要
です。本計画において、下水道使用料、企業債、一般会計繰入金のバランスを図る経営
の評価基準として、（ア）基準外を含む一般会計繰入金の適正化、（イ）適正な下水道使
用料を確保するために経費回収率の向上及び（ウ）運転資金の確保の3つの評価基準を
設定しました。

基準もしくは目標 内　　　　容

（ア）　�基準外を含む一般会計
繰入金の適正化

基準外の一般会計繰入金の適正化を図ります。
　⇒　削減又は解消します。

（イ）　経費回収率の向上 下水道使用料の適正化を図ります。
　⇒　100%以上を目指します。

（ウ）　運転資金の確保 資金不足にならないよう図ります。
　⇒　適切な資金確保を目指します。

平成29年度京都府南部法適用団体との比較
　　　（基準外一般会計繰入金、経費回収率及び下水道使用料）

項　　　目 長岡京市 城陽市 八幡市 宇治市 木津川市

基準外一般会計繰入金
� （億円） 3.1 0.0 1.5 7.5 3.7 

上記の額に対する汚
水事業収入予算に占
める割合 �  （%）

11.1 0.0 6.0 10.4 18.7 

経費回収率� （%） 85.05 100.00 98.63 87.90 83.43 

一般家庭20㎥で税抜
月額下水道使用料（円）　   

（注1）
2,015 2,600 2,390 2,802 2,300 

※　各市決算統計資料より

（注1）�平成17年1月21日全国財政課長・市町村担当課長合同会議において、下水道
事業における使用料の適正化各団体に「現在の使用料単価では汚水処理原価を
回収できない事業にあっては、まずは、使用料単価を150円/㎥（家庭用使用
料3,000円/20㎥・月額）に引き上げること。なお、汚水処理原価が150円/
㎥を下回る場合は、使用料単価は汚水処理原価を上限とすること。」の適正化を
図られたいとのことが示された。（抜粋）
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4　経営戦略による収支計画
（1）　投資試算と財源試算による経営健全化の取り組みについて

　計画期間である令和2年度から令和11年度までの具体的な取り組みでは、経営健全
化に向けた内容の主なものは以下のとおりです。

項　目 具体的な内容

ストックマネジメント手法に
よる計画の推進

ストックマネジメント手法で施設整備計画を策定し、改築更新の適
正化と特定財源の確保

不明水対策の取り組み 流量調査実施による改善

組織・人員の適正化 計画的な下水道事業(汚水及び雨水)に対応した組織や職員体制の適
正化及び研修等の活用した技術継承の実施

一般会計繰入金の適正化 一般会計繰入金の基準内(公費負担)や基準外の繰入基準のあり方を
検討

広域化への連携及び効率化
への取り組み 国及び京都府の広域化及び流域下水道事業の効率化の要請

下水道使用料の見直し 下水道事業の健全な経営を継続できる適正な下水道使用料の検討

（2）�　投資及び財源試算の収支シミュレーションによる重点基準目標の推移
　「投資試算と財源試算による経営健全化の取り組み」及び「財源試算の重点基準目標」
による収支計画は、132ページのとおりです。

［計画期間の状況］
（ア）�　基準外一般会計繰入金の適正化
　�　現状の基準で算定した基準外一般会計繰入金は、資本費平準化債の借入可能額の減

少から、その資金不足を補てんするために現在の約3億円から令和7年度には約5億
円近くまで増額となります。ただ、計画期間の後期では元利償還金が減少することか
ら、約3億円の見込となります。

（イ）　経費回収率の向上
　�　支払利息が減少することから支出総額も減少の見込みですが、有収水量の減少から

下水道使用料も同様に減少します。ただ、基準内一般会計繰入金（公費負担分）が支
出に見合い補てんされることから、数値としては85％程度で推移します。

（ウ）　運転資金の確保
　�　各年度当初に約2億円の流域下水道維持管理負担金等の定期的な支払いがあること

から、最低その資金を各年度末に確保しています。
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（3）　計画期間における重点基準目標の改善取り組み
①　雨水事業の推進による建設投資額の増加
　126ページの「安全安心」での雨水事業の推進により、132ページの収支計画の「建
設改良費のうち雨水事業分」の建設投資額が大きく増加します。
 

※　この金額は、人件費等を除く建設投資見込み額

②　汚水事業の経費回収率及び基準外一般会計繰入金の適正化
　「安全安心」での雨水事業の推進により、大きく建設投資額が増加することを踏まえ、
厳しい一般会計への負担を軽減するため、前ページの健全化の取り組みのうち、財源試
算の重点基準目標にも設定している「一般会計繰入金の適正化」を図るには、下水道使
用料の見直しが必要となります。
　その試算として、財源試算の重点基準目標の一つである「基準外一般会計繰入金の削
減」のうち、資本的収入の他会計出資金の解消を平成29年度決算数値によると、2.73
億円（資本的収入の他会計出資金）を12.39億円（税抜の下水道使用料）で割り戻すと、
約22%の下水道使用料の見直しが必要となります。この改善による試算は133ページ
のとおりとなり、「経費回収率」も100%以上となります。

約34億円

下水道
使用料
約22%

改定

基準外一般会計繰入金
3億円から一時5億円に増加

→　約0.2億円

経費回収率
85％　→　100%以上

約6億円

（平成22～令和元） （令和2～11）

5倍

建設投資額

雨水事業
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